









































































号 7 1P 壬 乍 7 1.0 壬 (刀)


































昭和 輸入絵街 名u総詫溜 名UGNP
40年 12.8 1.1 1.2
41年 12.6 1.1 1.2
42年 12.5 1.1 1.2
43年 13.0 1.1 1.2
44年 12.7 1.0 1.1
45年 11.8 1.0 1.1
46年 15.5 1.2 1.3
47年 16.7 1.2 1.3
48年 15.7 1.3 1.4
49年 30.4 3.5 4一.1
50年 33,9 3.5 3.9
51年 32.7 3.3 3.8
52年 33.3 3.0 3.4
53年 29.5 2.2 2.4
54年 30.2 2.9 3.3





































































石油消費 EJ) (ロ) H
量の前年 相対価格 最終需要 稼働率の 交絡項 及
同期比増 の変化に の変化に 変化によ び残業
減率 よる寄与 よる寄与 る寄与
44年 20.5 3.3 15.1 △0.8 2.9
45* 21.7 2.8 12.1 3.3 3.4
46年 9.9 △ 1.5 5.8 7.5 △ 1.8
47年 6.8 △ 1.2 11.0 △0.8 △ 2.3
48年 15.9 0.8 10.9 △5.1 9.3
49年 △ 2.7 △33.4 △ 1.5 11.1 21.1
50年 △6.5 △18.6 3.0 19.3 △10.2
51年 5.0 △ 0.3 6.5 △10.9 9.6
52年 4.6 2.0 6.5 1.0 △ 4.9
53年 0.8 6.0 6.3 △ 4.0 △ 7.5
54年 0.3 △ 0.6 6.9 △ 9.5 3.5



























































































業 種 対象企業数 回答企業数 協 力 企 業 名 l分
食 品 ll 6 飯島商店 長野味噌武田味噌 エスビー 食品 信州-ム 明治乳莱 A
織 維 5 3 笠原工業 鐘絹ペニー塩田毛糸紡績 B
機 械金 属電 機 33 15. 多摩電捺 三業製作所鐘通工業 長野計器製作所 昭栄 宮野鉄工所 アカネ工 コトヒラ アート金属工業 信州--ネス城南製作所 信濃合金松尾 サソタ軽属工業 川西製針工業 C


























































































































































群 エネルギ-の主な用途 過去10年間のエネルギ十職 現在行われている対策 将来のエネルギー対策 芸三芸芸:'諾 警の大幅
○蒸気発生ボイラー ○動力 ○生産設備の改善 ○廃熱の回収 ○焼却炉の廃熱利用 ○石油株からガカスへの転 ○相乗的資材の値上が
○冷凍機 ○熱風発生炉 ○生産工程におけるムダの排除 ○ボイラーの効率アップ 換 りが心配
A ○暖房 ○照明 ○省エネに対する意識向上 ○省エネルギー設備の投入 ○価格への転嫁
○グルーブによる省エネ活動 ○経営の悪化 (価格転
嫁は不可能)
○ボイラー ○動力 ○暖房 ○ボイラ-の交換 ○暖房温度の ○ボイラーの効率アップ ○効率の良い小型ボイラー ○価格への転嫁
B O湯浴 ○照明 制限 ○隔壁の設置 の設置 .○経営の悪化
○作業用火力 (バーナー等) ○不必要な照明の除去 ○加工賃の抑制
警 三喜実写買蕃 葦 許 警 賛 ≡械 敷






○バス.タクシ-川燃料 ○i.-i車 ○ガソリンをLPGや軽油に転換 ○軽立小型化 ○特になし ○価格への転嫁
D ○芸霊力○捌 ○輸送棚 (営 三笠監禁 違憲 警 慧芸蒜窪寺 ○省エネ運転の指導 ○経営の悪化
業IEli)用燃料 ○ラジ7ルタイヤの装着
○動力 ○加熱 ○自動IE17: ○生産工程の合理化 ○間接加熱 ○省エネ意識の向上 ○原料転換 (加工時に-ネ ○経営の悪化
○冷暖房用 ○乾燥用 から直接加熱へ ○暖房温度の ルギー消rrが少ない も ○価格-の伝嫁
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節Il部,第1毒,約3節を参照｡
注3 通商産業省 Fエネルギー統計J,経折企画庁 F国民
経済計算｣参照｡
注4 ェネルギーの将来予測については,紺 エネルギー
結合工学研究所rエネルギーレポート'82J(数育祉
編)を参照されたい｡
注5 エネルギー消穀と国民所得の理論的分析について
は,拙著 F市場価値分析の再杭築j(学文社),節
8章を参照されたい｡
注6 以下の議論について,昭和56年度版 F経折日割
第II部,範1章,窮3節を参照｡
注7 日本開発銀行 F設備投資計画調査Jなどの資料よ
りO
注8 窮2次石油危故を乗り切った原田として,よくこ
の効果が引用されるが,｢学習効果｣なるものを過
大視しすぎているかもしれないoこの点について,
赤羽隆夫著 Ft非"常識の日本経済論)(日本経済
新聞社),P164に面白い見解がある｡
注9 この点について,週刊F東洋経済｣,近経シリーズ
Na59(石井威望 ｢今や日本の世紀が始まった｣)を
参照されたい｡
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